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戦後教育‘　　　　　こ

外国語教育を事例 と した教育運動言説の分析

お ける学習可能性留保の構図

相澤 真
一

1
．　 問題設定

　本稿 は ， 1950年代後半か ら1960年代 に 議論 とな っ て い た 教育知識の 学習必 要性 と

学習可能性の 問題 を ， 外国語教育 を事例 として 検討す る 。 特に 教育運動組織 と して

の 日本教職員組合 （以下 ， 日教組） の 運動 内に お け る ， 教 え るべ き知識の 内容 を め

ぐ っ て 交わ さ れ た 言論 を分析 す る 。
つ ま り， 当時， 教育運動に 関わ っ た教 員た ちの

間で
， 「こ ん な知識 は ， 必要な い 」また は「こ ん な知識 を学習 させ るこ とは不可能 だ」

と認識され て きた知識が どの よ うに して 学習必要か つ 学習可能 な もの と して 正 統性

を得た の か を明 らか に す る
ω

。

　従来 の 教育 社会学 の 研究 に お い て ， 知識 の 社会的受容 に つ い て は ， 教育され る知

識が 果 た した機能的な観点か らマ ク ロ な説明が 行われ る こ とが 多か っ た 。
こ の マ ク

ロ の視点に よ る研究の 下で戦後 日本 を見た 場合 ， 日本 で は進学需要 と就職需要の 高

さ に よ っ て知 識 の有効性 は隠蔽 さ れ て きた （矢野　2001， 116−119頁）。 そ の た め ，

本稿が 示す よ うな ミ ク ロ な視点 に よ り， 学校現場 に お い て 教育内容が い か に して 正

統性 を得た か とい う問題 は， 問わ れ る必 要 の な い 問 い に見 え るか もしれ ない
。

　だが
， 「こ の 知識が 必要 なの か 」と い う教育知識 の 学習必要性 の 問題 と 「こ の知 識

は習得可能 な の か 」 と い う教育知識 の 学習可能性 の 問題 は ， 以下の 分析 に示 され る

よ うに ， 教 育 関係者を中心 に 議論 さ れて き た 。 そ して 当時 ，
こ れ らの 学習必要性 と

学習可能性の 議論 を支 えた 言説
 

は 現在 に も影響 を及ぼ して い る 。

　 こ の よ う な 本稿の 問題 意識 を共有す る 同時代 を扱 っ た 先行研 究 と して ， 小 玉
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（1998）と苅谷 （1994）が挙 げられ る 。 小玉 は
，
1950年代後半 か ら1960年代当時 ， 教

育学 が 「政治的主体 と して の 子 ど も」か ら 「進歩の担 い 手」 と して 「学習の全面性」

を保障 され た 「教育学的子 ど も・青年把握」に転換 した こ とを明 らか に して い る （小

玉 　1998）。 また苅谷 は 「教育学的子 ど も・青年把握」の 成立 と ほ ぼ 同時期の 日教組

の進路指導分科会 の 議論 を分析 し ， 素朴な 差別教育観か ら大 き く転換 した学力 に よ

る序列化 を 「悪 し き もの 」 とみな す見方
一

「差別 ＝ 選別教育」観が つ くられ て い く

こ とを明 らか に し た （苅谷　1994）。

　小玉 の 「教育学的子 ど も ・青年把握 」 も苅谷 の 「差 別 ＝ 選 別教 育」観 も現代 の 教

育議論 に大 きな影 響 を与 えた認識枠組 を提示 して い る 。 だが ， 本稿が着 目しよ う と

する教育知識の 学習必要性の 問題や 学習可能性の 問題 に 対す る議論は
， 彼 らの 問題

に 近接 した 位置 に あ りなが ら分析 され て い ない 。

一
方で

， 相澤 （2003） が明 らか に

した よ うに
，
1950年代当時 ， 多様な能 力 や社会環 境 を持 っ た児童 ・生 徒達が学習内

容 を学習で きるか 否か と い う学習可能 性の 問題 を ， 教員達は直接的に包み 隠さ ず表

現 して い た。 また教育知識の 学習必 要性の 問題 は ， 各々 の 地 域差 や個人差 を踏 まえ

た教育状況 に 照 ら して教育内容 を議論す る動 き として ， 当時 の教育議論 にた びた び

見る こ とが で き る
（3）

。
こ の ように ， 学習可能性の 問題 と学習必要性の 問題 は 当時 の 教

育議論 に お い て広 く行われ て い た重要 な課題で あ っ た 。

　本稿は，
この 学習必 要性 と学習可能性 の 問題が 先鋭的 に現 われ た事例 と して ， 外

国語教育の 議論
ω

を取 り上 げる 。 外国語教育 の議論 に 焦点 を当て る意義 は次の 点 に

あ る 。 第
一

に ， 外 国語教育 は 当時 ， 特 に地方で 焦点 とな っ た 能力差や 地域差の 議論

を反 映 して お り， 教 育知識 の 学習意義 や学習可能性 を考察す る対象 と して 適 し て い

る 。 第二 に ， 外国語科は ， 中学校段 階で 初 め て 始 ま る選択科 目で あ りなが ら， 後期

中等教 育 との接続が 常 に問題 に な っ て い た科 目で あ り
，

こ の 点で 選抜や 序列 と い っ

た学習可能性 と関わ る 中等教育 の 諸課題 と常 に向 き合 っ て い た 科 目で ある 。

　こ の 外国語教育の 議論の 具体 的な場 と して 日教組の 教育研究全国集会 （以 下 ， 教

研集会 ）を対象 と して 扱 う。 教研集会 を扱 う意義 は次の 二 点 に ある 。 第
一

に
， 教員

た ち が直面 した地元 か らの 学習必要性 に対す る疑 問や現場 の 学習可能性／不 可能性

をめ ぐる問題が 毎年の 教育研究集会 の 報告書で提 出され て い るた め，
これ らの 議論

を通時的に 見 る こ とが で き る 。 第二 に
， 教育研究者 と も強い つ なが りをもち ， 戦後

教育運動 と して 運動 の 理念 をい か に現場 の 教育 に伝 え るか と い う議論 を通時的 に 見

る こ とがで き る 。

　こ れ らの 点か ら， 日教組教研集会 の 外国語教育の 議論 は
， 教員た ち が 直面す る学
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習可能性の 問題や 教育知識 の 学習必要性 の 問題 を論 じる に は 適 した 事例で ある 。

　以上 の 議論 に基づ き ， 本稿で は ， 1950年代後半か ら 1960年代の 日教組教研集会の

外 国語教育分科会内 と い う言説空 間 に お い て ， 教育知 識の 学習必 要性 や学習可 能 性

の 問題 が い か に 語 られ た の か ， そ し て い か な る解決策が 見出され た の か を明 らか に

す る。 結論 を先取 りする な らば ，
こ こ に見 出 され るの は ， 教 育運 動 の 議論 の 中で 学

習意義 を正統性の あ る もの として 意味 を付与 す る言説 を増幅させ なが ら， 個々 の 生

徒 の学習可能性 を留保 した 構図で ある 。

　なお
，

この 「留保」 と い う概念 は 「名指す べ き問題状況が 存在 しなが ら意図 的に

言葉 と して 表 明さ れ な い 状態」 を指す 。 ただ し 「意図的 に言葉 として表明 され ない

状態」の 「意 図」 を把握す る こ とは 困難 で ある 。
こ の た め 、

こ こ で は こ の 「状態」

を 「言説資料 か ら判断 した場合 に問題状況が存在す る こ とが 論理 的に 明 白で あ りな

が ら， その言表が 表出 し ない 状態」 として 定義す る
（5｝

。

2 ．　 方法 と資料

　教育知識 の 学習必要性 と学習可能性 に 関す る 日教組 内の 外国語教育 の 議論 を分析

す る方法 として 言説分析 を採用 す る 。 分析 に あた り， 本論で は 2 つ の 分野 に 応用 さ

れ た言説の概念 に 着 目す る 。 第
一が教育言説で あ り， 第二 が 運動言説で あ る 。

第
一

の 教育言説 として ， 本稿が 参照す るの は今津 （1997） の 次の 定義で ある 、

　教育言説 と は 「教育 に 関す る
一

定の ま と ま りを もっ た論述 で ， 聖 性が付与され

て人 々 を幻 惑 させ る力 を もち ， 教育 に 関す る認識や価値判 断の基本枠組 み とな り，

実践の 動機付 けや指針 と して機能 す る もの 」 をい う。 （今津　1997， 12頁）

　第二 に ， 祉会運 動 研究で用 い られ て い る フ レ ーム 分析 を奴隷存廃 をめ ぐる言説空

間の分析 に応 用 した Ellingson（1995， 107頁）が 提示 した 「運動言説」 の概念に 注

目す る 。
Ellingsonは 「運動言説」を 「ある社会問題 に 対す る特定 の診断や解決法 を

め ぐ っ て組織 され た ， 相対 的 に 他 と は区別 さ れ る
一

組の 主張」
 

と定義 して い る 。

　今津の 「教育言説」と Ellingsonの 「運動言説」の 両者の 定義は異分野 で提 示 され

た もの の ， 数点の 共通点が見出され る。第
一

に他 と は区別 され る ま と ま りを も っ た

一
組 の 主張で ある点 ， 第二 に事象に 対す る特定の 認識 な り， 診断な りを示す点 ， 第

三 に事象に作 用 を及 ぼすた め の価値判断や 解決 法 も含む点で あ る 。 これ ら よ り 「教

育言説」 と 「運動言説」は応用範 囲は違 え ど も近似 した概念 で ある と見 る こ とがで
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き る 。

一
方で ， 両者 の相違点 と して 「教育言説」で は ， 「聖性 が 付与 され て人 々 を幻

惑 させ る力」の保持 が明示 されて い る の に 対 し， 運動言説で は明示的で は ない 点が

挙 げ られ る 。 今津 は この 「聖性」に つ い て ， 「説得的 な力 を もち ， そ れ 自体 を相対化

して分析の手 を加 え る こ となど考 え られ な い ほ ど聖域化 して 自明視 され ， 権威の 源

とな り， 人 々 を幻 惑 して呪縛 させ る よ うな力」 と定義 して い る が （今津　1997
，

6

頁）， 「聖性 」が 「聖域化」す る と い う同語反復 を起 こ し て い る 。

　 こ の 「聖性」が何 を示す か は Durkheim の 聖的存在の 議論 に遡 る こ とに よ っ て明

確 に な る 。 Durkheim は
， 聖的存在 と は俗的存在か ら分離さ れ ， 継続 を断っ た存在で

あ り， 俗的存在 の 外 に あるこ と を示 して い る （Durkheim 訳書　1975
，
118頁）。ゆ え

に ， Durkheim に 依拠 すれ ば， 上記 の性質が 付与 された 言説 こ そが ， 聖性が付与され

た 聖 的存在 と して の 言説で ある と考え ら れ る
。 す なわ ち

， 言説 に付与され る聖性 と

は 「他の 俗 的な議論 か ら分離 され ， 侵 して はな らな い と考 え られ る こ と」で あ る と，

さ しあた り再 定義 で きる 。

　た だし ，
Durkheim の 定義は意味内容 を明確iに させ る もの の ， 現代の事例を見 る に

は必 ずし も応用 的で はな い
。 そ こ で ， 現代に お い て 聖性が 付与 され た言説が具体 的

に どの よ うな事物 を指示 す るか に つ い て は先述の 「運動言説」の 知見に有益 な視点

が ある 。 「運動言説」を定義 した Ellingsonが 理 論枠組 として 依拠 した Snow　et　aL

（1986） は ， 社会運動組織の 支持動員過程を フ レ ーム 調節過 程 として明 らか に した 。

その 中の 下位概念の
一

つ で ある Frarne　Amplificationは 聖性 が付与 さ れ た 言説 が

い か な る もの か と い う問 い に 示唆 を与 え る （Snow 　et　al．1986， 469−472頁）。
　 Frame

Amplificationとは ， 運 動組織 の価値 を統合 す る合意形成 を行 い
， 参加者 を動 員 させ

るた め に ， 運動言説 に 聖性 を付与す る こ とで ある 。 具体 的 に ， Snow らは Frame

Amplificationに は Value　Amplificat｛on と Belief　Amplificationが ある こ と を示

して い る 。 前者で は ， 平和運動 が 民主 主 義 ， 自由 ， 平等 な どの 価値 と結 び つ くこ と

に よ っ て 人 々 に共 有 され る もの に な る こ と を ， 後者で は ， 「資本家 は搾取者だ」「黒

人 は 美 し い 」な ど beliefを取 りつ な ぐこ とに よ っ て運動 を統合 す るス ロ ーガ ン を作

り出 し， 運動組織 を維持する こ と を示 して い る 。 これ らの 概念 を言説
一

般の定義 に

応用す る な らば ， 現代 に お け る言説 の 聖性 とは 「高い 抽象性 と共 鳴性 を保持 した侵

し難 い 性質」 と して 定義で き る 。

　本稿 で は この 「聖 性」の 定義 を踏 ま え て ， 下記の よ うな教育言説 の定義を行 う。

っ ま り， 「教育 に 関す る
一

定の ま と ま りを もっ た論述 で
， 高い 抽象性 と共鳴性を保持

した侵 し難 い 性質 を持 っ た言明 と して 人々 を幻惑 させ る力を もち， 教育 に関す る認
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識 や価値判 断の 基本枠組み とな り， 実践 の 動機付け や 指針 と して 機能す る もの 」 を

教育言説 と して 定義す る 。 そ して運動 的側面 を併せ 持 つ 日教組 の 教員達が教育 知識

の 学習可能性 と学習必要性の 問題 を議論す る過程に お い て
， 「聖性」が 付与 され ， 人 々

を幻惑 させ る力 を持 っ た 教育言説が浮か び上 が る こ とを明らか に す る 。 対象事例 に

即 し て述 べ る な らば ， 本稿 は ， 教育運 動内部 の 外国語科の 議論 に お い て
， 学習可能

性 と学習必要性の 問題の 解決法 をめ ぐっ て 組織 され た
一

組の 主張が ， 「聖性」が 付与

された教育言説 と して参加者に 受容 され る に十分な合意が形成され る 過程に 注目す

る 。

　 こ の合意形成過程 を明 らか に する た め に分析の 対象 とした資料は ， 外国語教育分

科会が 設 け られ た 第 6 次教研集会 （1957）か ら第 18次教研集会 （1969 ）ま で
（7＞

の 教研

集会の記録で ある 『日本 の教育』 と各都道府県か ら提 出 された 『教育研究全 国集会

報告書』で あ る 。 『日本の 教育』は 毎年 ， 行わ れ る 日本教職員組合 の 教 育研究全 国 集

会の 議論 を記録 した もの で ある 。 しか し ，
こ の 資料 はい わ ゆ る議事録で は な く， 教

研集会後 に 分科会に 参加 した講師の 判断で ま とめ られ た資料で あ り， 議論全体 か ら

議事の 恣意的 な選択が 行 われ て い る 可能性 は否定で きない
〔8｝

。 また 『教 育研 究全国 集

会 報告書』 （以 下 ， 『教研集会報告書』）とは ， 教研集会に あた り ， 各都道府県の 教職

員組合が議論 を提出 した もの で あ る 。 各都道府県の 教職員組合の 活発 さ を反 映 して

お り， 内容 は多様だ が ， 当時 ， 常 に 40以上 の都道府県か ら提 出され て い た 。

　以上 の 両資料 の性 質 を鑑 みた場合， 教研集会内に お い て ， 本稿の 着目す る教研集

会 内で の 合意形成 の 状況 を見 る た め に は 『日本 の 教育 』を参照 す る以 外 に 手 はな い 。

その た め 『日本の 教育』を 「教研集会 に お い て ， 参加 者が概 ね了承 した ， あ るい は

多 くの賛同を得た事項の 記録」 と して 本稿 で は扱 う。 参加者が概ね 了承 した 事項が

確定 して い る とい う事実自体 は揺 らぎが 少な く， 記録 に お け る恣意的な判断 に よ る

捨象， 歪 曲の 危 険性 を比 較的少 な くで きる と考 え る か らで ある 。 そ れ 以 外 に ， 議論

の 多様 な声 をい か に反 映 させ るか につ い て は 『教研集会報告書』 か らの 検討 を行い
，

言説資料の 提示 を した 。 こ の 作業 か ら ， い か な る論述が 合意 に至 っ た の か ， また そ

れ に 基づ い て い か な る反応 が 地方か ら起 きて い るか と い う合意形成過程 の 具体的内

容 を次章で 捉 え る 。
こ れ を通 じて

， 教育言説の 持 つ 「聖性 を付与 され て 人 々 を幻惑

させ る力」
一高い 抽象性 と共鳴性 を保持 した 侵 し難い 価値の 言明 として人 々 を幻惑

させ るカ
ー を分析

・摘出す る。
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3 ．　 言 説 の 分 析 結 果の 提示

3、1．　 1950年代外国語教育の選択制を支えた主張
一

学習必要性 と学習可能性の問題化

　 1950年代後半に お い て ， 外国語の選択／必修 を め ぐっ て盛 ん に議論 が行 なわれ て

い た 。 当時 ， 選択が 強 く主 張 され た背景 に は ，   学習意義 の 不明確 さ と  学習内容

習得 の 困難性が主張 さ れ て い た こ とが あ っ た 。

　 1950年代 当時 ， 「英 語 を学 ん で も し よ うが な い
， と い う気持ち が ， 生徒に ， 父 兄

に
，

また教師 自身 に もある の で は ない か
。 英語を役立て る こ と か ら遠い 環境に お か

れ て い る もの の 苦悩 で あ る」 （青森県教職員組合編 　1958
，

2 頁）と報告書 に記述 さ

れ た よ うに ， 外 国語 は役に立た な い とい う不信を教育関係者 も含め抱 い て い た 。 す

なわ ち ， 教育知識 の 学習必要性が 問題化 し て い た
。

こ の た め 「『先生英語 を何の た め

に す る ん だ い 』 と い うこ と ， こ うい う こ とを生徒 に きか れ ， 教 師は何 と い っ て い い

の か わか ら なか っ た 」 （群馬 県教職 員組合編　1958
， 1 頁）とい う問答 に 示 され る よ

うに
， 学習意義 を ど う示す か と い う問題が 教員達に と っ て の悩み とな っ て い た 。 44

都道府県か ら提出され た報告書の うち ， 12県 にお い て ，
こ の よ うな地元の 不信感が

教員達の 悩み として表明 され て い た 。 こ の 不信 は特に 都市 か ら離 れた地域 に お い て

顕著で あっ た
。

こ の よ うに
， 「英語を学ん で もしよ うが な い 」と い う地域の 声 と それ

に対 して学習意義の 説明で きない 教員達 とい う当時の状況 に お い て ， 教研集会で は

外国語科は選択で あ る べ きだ と考 え られ た （1957， 87頁
（91
）。

　50年代に もう
一

つ 特徴的だ っ た点は ， 学習可能性 と知能 と を結 びっ けた能力観 に

基 づ い て ， 学習内容 の習得不可能性が指摘 されて きた こ とに ある 。 「学力差 は多少 と

もす べ て の 教科 に 見 られ る もの だが ， 英語 の場 合 に は 特 に 甚 だ しい よ うで あ る」

（1957， 94−5頁） とい う教育現場で 通常見 られ る学力差 の 議論 に加 えて ， 「実際的な

四技能
〔LO

の 養成 を 円満 に行な う こ とが 困難で あ る 実状 も各県か ら報告 さ れ ， ま た 多

くの 報告書 に も明 らか に さ れて い る」 （1957， 75頁）と い う形 で 学習内容 自体の 習得

不可能性が しばし ば示 され た 。
つ ま り， 外国語科 の 学習不 可能性が 問題化 して い た 。

　学習不可能性 を問題視す る立場 は ， 外国語の 選択制 を主張す る有力な立場 とな っ

た 。 選択 の議論 を知能 と学習可能性 に結 びつ けて ， 「英語 を含 め てすべ て の教 科の 成

績が ひ ど く悪 い 者 は ，

一
般 に知能指数が 低 い の で ， 多 くを期待す るの が無理 で あ る 。

こ の種 の 生徒 に は英語 を選択 させ な い ほ うが賢明 だが
， 教 師 と父 兄 とが よ く相談 し

て 適切 な指導を行 な う必要が ある」 （1957， 95頁）と指摘され た 。 また選 択上 の 注意

と して ， 岩手県の 報告書 を取 り上げて ， 「こ こで注意 しな けれ ばな らない の は ， 英語
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を生徒 の希望 だ け に よ っ て 選 択させ る な ら ， それ は正 しい 指導 で はな く， 生 徒 の 能

力 と必要に 応 じ た 積極的 な指導が な され る べ き で あ る」 （1958， 61頁 ） と主 張 さ れ

た 。
こ の よ うな指導に 基 づ い た上 で の 選択制度 は ， 「英語科の 特質 を考慮すれ ば ， 生

徒各 自の 自由意志 に よ っ て 選択で き る と い う原則 に は特別 の 反対 も出 な か っ た」

（1958， 61頁） と示 された 。

　た だ し
， 当時 ， 選択制を問題視 す る意見 もあ っ た 。 1957年の 第 6次教研集会で は

講師梶木隆
一が 「高校へ 進む か どうか に よ っ て 英語の 選 択 を決 定 させ る こ と に は疑

義が あ る 。 ま た学業成績だ け を根拠に して 学校側が 選択 させ た りさせ なか っ た りす

る こ と も， 教 育的 に 正 しい 指導 とは い え ま い 」 （1957， 87−8頁）とい う意見 を提示 し

た こ と に加 え て
， 「根本的な問題 は ， 英語 を選択 す る者が 多 く上級 学校 に 進 む関係

上 ， 選択 し ない 生徒 は
一

種の 劣等感 を抱 くお それ が ある とい う点で あ る 。 こ れ は教

育上 きわ めて好 ま し くな い こ とで 生徒間の 融和 を欠 くばか りで な く英語科担 当教 師

と職業家庭科担 当教師と の 間 に とか く対立意識 を生 じさせ る原因に もな っ て い る よ

うで あ る」 （1957，
88頁 ）と指摘 し，

こ の 批判 は 翌年の 第 7 次教 研集会 に も議論 と し

て 記録 されて い る 。

　そ の 後 ， 第 6 次 ， 第 7 次の 選択／必修 を め ぐる議論 を受 け て ， 1959年 の第 8次 教

研集会 に て ， 「選 択制 に つ い て は 昨年 の分 科会討論 に つ きて い る よ うに 思わ れ る」

（1959， 58頁）と指摘 され ， 第 8次教研集会で は こ の 問題 に 関す る 議論 は記録 され て

い ない
。

こ の 点か らも示唆 され る よ うに ， 1957年か ら59年 を通 じて ， 学習意義が 不

明確 か つ 学習困難 と考 え られ た 外国語 をい か に 現場 の 衝突 を少 な く行 うか ／行わ な

い か とい う問題 に 当時の 選択／必修 をめ ぐる議論の 争点 は終始 して い る。 だ が ， そ

の 後 ，
こ の 学 習必要性 と学習可能性の 議論はそれ ぞれ問題 を 「解決」させ て い くこ

と とな る 。

3．2．　 r英語を聞き話し読み書くことだけが 目標ではない」
一

学習不可能性の言説内の 「解決」

　まず注 目され る の が学習不可能性 か ら選 択 を求 め る議論 の行 方で ある。
こ の 学習

不可能性 をめ ぐる議論 の 進展 は 1958年に 波多野完治が 示 した 「英語学習は知能 の 高

い 生徒で なけ れ ば不可能だ 」 と い う説 の提示 と検証が行 な わ れ た 1960年の 第 9 次教

研集会 に 見出す こ とが 出来 る 。 波多野 説の 検証結果 で ある各地 の 報告書を通 じて 「英
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 マ T

語 の学力 は ， 知能 プ ラ ス α で あ り，
こ の α に は ， 性格 （努力 ・家庭環境

・
社会環境・

興味 な どで あ る こ と
（ID
」， 「知能の低 い 者 に と っ て は ， 読 み書 きの 負担が 重 い こ と」，

「知能 だ けか らすれ ば ， 義務教育の 中学生 の 中に は ， 英語学習に 全 く適 さな い 生徒が
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い る こ と」 （全 て 1960， 55頁）が明 らか に さ れ た 。 これ らの 報告書を踏 まえた 議論 と

して ， 講師五 十嵐新 次郎が次の 見解 を出 した 。

　わ れわ れ は ，
こ れ （波多野説 とそ の 検証 に 関す る 7 県の報告， 議論 ：筆者補）

を ど う受 け取 る べ きで あ ろ うか 。 わ れわ れ はや は り生徒 の 努力 ， 英語 に対 す る興

味 ， 生徒 の持 つ 可能性 に 希望 を持つ べ きで あ り， それが教育的で あ る。 しか も，

外 国語科英語 の 目標が ， 英語 を聞き話し読み書 くこ とだ けで な い の で あれ ば ， 知

能に よ っ て 英語学習 を断念 させ る必 要 はな い 。 また ， 知能別 ク ラ ス 編成 も ， 劣等

感 の 心理 の面 か ら考 え る な らば ， 決 して望 ま しい こ と で は な い
。 （1960， 55頁）

　こ の 資料 は以 下の 二 点 に お い て 特徴的 で あ る 。 第
一

に ， 生徒 の 努力 ， 興 味 ， 可能

性 に教員た ちが 希望 を持っ べ きで あ る こ とが 「教育的」で ある と い う認識が示 され

て い る 。 前節の 57年 の 資料 に お い て ， 学校側 に よる選択 は 「教育 的に 正 しい 指導 と

は い えま い 」 としなが ら ， 知能 と学習可能性 を結び つ け る認識か ら外国語 を選択さ

せ る立場が 有力で あ っ た の に対 して ， 60年で は ， 生徒の 未来の 可能性 に期待 を託 し

て い る点で ，

一
線 を画 してい る 。

　第二 に 「外国語科英語の 目標が
， 聞き話 し読み 書 くこ とだけ で ない 」 とい う認識

か ら ， 「それ ゆ え に 外国語教育 を断念 さ せ る必要 はない 」とい う論理付 けをした点に

あ る 。 四技能 だ けが外国語教育の 目標で は な い と い うだ けの 認識で あれ ば
， 教育運

動 の 中の 主張だ けで な く， 文部省の 学習指導 要領 に も 「その 外 国語 を 日常使用 して

い る国民 の 日常生 活 ， 風俗 習慣 ， もの の 見方な ど に つ い て 基礎 的 な理解 を得 させ る」

こ とが 四技能 の 習得以外 に も掲 げられ て い る こ と を見 る こ とが で きる 。 しか し
， 『日

本の教育』 を見 る限 り， 外国語分科会内の 議 論で
， 外国語教育 の 目標が四技能だ け

で は な い と い う認識か ら ， 「だか ら学習可能性が皆 に あ る」とい う認 識 が論理 的 に 結

ばれ たの は この 発言が初 めて で あ っ た 。

　 こ こ に 各都道府 県か らの参加者が学習可能性の 問題 を率直 に 示 した の に対 して ，

教研集会で 取 りま とめ られた合意の 言葉で は 「生徒の 持つ 可能性 に希望 を持つ べ き

で あ り， それ が 教育 的」だ と して 学習可能性は問わ な い こ と とする とい う議論の 構

図 が 現れ る 。 この議論の 構図に ， 学習可能性の 問題が存在す る こ とが 明白であ りな

が ら ， それ を問い か ける 霄表が表出しない 状態 として ， 学習可能性 を留保 す る構図

の 萌芽を見 る ζとが で き る 。 そ して ， この よ うに ， 「知能 を英語学習の 決定要素と し

ない 」 とい う認識が 教研集会 に よ っ て 示 され る こ と に よ っ て ， 学習可EE’［tkと知能 と
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を結び つ けた 議論 は 行なわ れ な くな っ て い っ た 。 例 えば
， 翌 年 の教研集会で も この

点 が繰 り返 さ れ ， 「知能指数 と英語学習」の 議論が 結論 を見 て い る こ とが確認 さ れ た

上 で ， 同和地 区 にお け る差別 教 育の 問題 に 議論の 重点が シ フ トして い る （1961， 79

頁 ）
〔lz）

。

　こ の よ うに 学習可能性の 議論は
， 知能 と学習可能性 を結び つ けた 議論 の検証作業

を行 うこ とに よ り， 「解決」 され た。 こ れ に対 して
， r日本の 教育』に お い て ， 外国

語教育の 必要性か ら疑問視 され た学習意義 の 問題 は 国民教育 との か み合 わ せ か ら議

論す べ きだ と い う視点 （1960 ， 48頁）に よ り，

一
見 迂遠 に見 え る ル ー

トをた ど っ て ，

「解決」 され て い くこ ととな る 。

3．3．　「外国語学習は諸国民との連帯を深め る」
一

学習不必要 性の 言説 内の 「解決」

　これ まで 見 て きた学習可 能性 と知能 との 関係 の 議論が 行わ れ て き た の と同時期 に ，

外国語教育分科会 は ， 外国語の 学習意義や 分科会 と しての ア イ デ ン テ ィ テ ィ を模索

し ， 危機意識を募 らせ て い た 。 端的 に言 え ば
， それ らの 議論は ， 外国語教育分科会

が 組合活動 と して も ， 教 研集会 の 分科会 と して も性格が 不分明で あ り， 他の 既存の

研究団体 と変 らな い とい うもの で あ っ た （1959，50−51頁 ， 1961， 60頁）。 この 外国

語教育分科会の ア イデ ン テ ィ テ ィ を模索す る議論 に お い て ， 教員 は教研 に即効性の

あ る議論だ け を期待 して は い けな い と い う方向性 （1961 ， 68−69頁）の 下で 外国語教

育 は国 民教育 と結 びつ きを明確 に す る こ とが 目指 され た
〔13）

。

　例 えば ， 外 国語教育 と国民教育 を結びつ け よ う とす る教研集会の 議論が 盛 んで あ

っ た こ と ， また参加者達の 共鳴 を得て い た こ との 傍証 と して 山形県の 「外国語教育

を国民 教育 に 」 と題 す る 報告 が 注 目 を集め た こ と
〔10

が 挙 げ られ る （1960， 47−48

頁）。
こ の よ うに ， 外 国語 を国民 教育の

一
環 として必要な もの と位置づ け， 全員が受

け る こ とに意 義が あ る と示す こ と に よ っ て
， それ まで 有用性の 観点か ら論 じ られ て

きた外国語 の 選択／必修 の 問題 を解消 させ よ う として い っ た 。

　こ の 「全員 に対す る 学習意義」の 具体的な議論 の 結実が 四 目的の制定で あ る 。 外

国語教育が義務教育 ・国民教育の
一

環 とされ た こ とや ， 前節で も見た よ うに外国語

教育 は四 技能 を身 に つ け る こ とだ けが 目的で はな い た め に 全員が 学習 で き る とされ

た議論を踏 ま えて ， 第 10次 （1961）， 第11次 （1962）教研集会 で は ， 外国語 を学ぶ こ

とに よ っ て ， 学習内容 を超 えた 目標が 身に 付 けられ る こ とを念頭 に置 い て ， 各県か

ら外国語教育 の 目標 を論 じ た報告書が 多数提出 さ れ た 上
 

， こ の 目標 の 議論 に紙幅

が 割か れて い る （1961， 69−73頁，
1962

， 52−53頁）。 そ の 結果 ， 外国語教 育 の 「四 目
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的」が 次の よ うな形 で 決定 され た 。

　「新 しい 言語 を媒体 と して ， もの を見 ， 考 える 教科 は外国語科 をお い て ほ か に は

な い
。

こ れ は 教科構造 の なか で ， 国語科 に も社会科 に もまか せ て 置 けな い 分野で

あ る と考 え る 。 こ の 考 え か ら， 外国語学 習 の 意義 を ，

　 1　 諸国民 と の 連帯 を深め る 。

　 2　思 考 と言語 との 密接 な結び付 きを理 解す る 。

　3　外 国語 の 構造上の 特徴 と日本語の それ との違 い を知 る こ とに よ っ て
， 日本

　　語の 認識 を深 め る 。

　 4　 その 外国語 を使 う能力 の 基礎を養 う 。

の 四 点に ま とめ る こ とが で き る と思 う」 （東京）。

　報告書 に も，
こ の 問題 に ふ れ た もの が 多数 あ っ た が ， 今次分科会 として は，

そ

の い ずれ も ， 東京 の提案 に ま とめ るこ とが 出来 る もの と見 て ， なぜ 外 国語 を教 え

る か とい う問題 に対す る解答 と して ，
こ れ まで分 科会 に 出さ れ た 諸見解に東京の

見解 を加 え る こ と を確i認 して ， この 問題 に つ い て の 討論 を終 っ た 。 （1962， 52

頁）。

　こ の よ うに して 「なぜ 外国語 を教 え る の か 」 とい う こ れ まで 教員達が答 え られ な

か っ た 学習意義へ の 問 い か けに対 し て ， 上記 の 四 目的は回答 を示す こ と とな っ た 。

つ ま り， 義務教育 の 外国語学習で は， 国民教育 の
一

環 として 「諸 国民 との連帯」 を

深 め る こ とが 目的の 1 に あり， 他の 言語の 習得活動 を通 じて 養わ れ る言語認識 の深

ま りが 目的の 2 ， 3 に あ る とい う学習意義 に つ い て の合意 を行 っ た 。 その 上 で ， 外

国語その もの を使 え る こ と， す な わ ち四技能 の習得 自体 は こ れ らの 目的の 後 に置か

れ て い る 。
こ うし て ， 言語習得だ けで は な い 外国語学習 の 意義 が運 動の ス ロ

ーガ ン

と して コ ン セ ン サ ス を得て掲げ られ ， 学習意義 と学習可能性の 問題 に 対 して ，

一
通

りの 公式回答が与 え られ る こ と とな っ た 。 そ し て ， こ の 公式 回答 は ， 四技能だ けで

な く， 諸国民の連帯 を深 め る こ とや言語的認識 を深 め るこ とが 目的 で ある と外国語

学習の 意義 を再定義 した こ とに よ っ て ， 居住地域や 将来性の 差 異 に 関わ らず ， 外国

語学習に 意義が ある こ と を示 した 。 ただ し ， 運動 の ス ロ
ーガ ン として の 四 目的は当

然 の こ となが らす ぐに 機能 した わ けで はなか っ た 。 その 後 ， どの よ うに外 国語教育

を形作る議論 に 具体 的に 四 目的 は影響 した の だ ろ うか 。 次節で は その 点を見た い 。
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3．4．　 「学力とは生きるカである」
一

四目的の実践としての教育課程の自主編成と学力再定義の試み

　 こ の 四 目的制定の 具体的 な実践 へ の 反 映 として 次の 二 点 を示 す こ とが で き る 。 第

一
に 四 目的 を具体化 さ せ るた め の 教育課程の 自主 編成 で あ り， 第二 に四 目的の 測定

基準 ， 測定単位 と して の 「学力」 を定義す る試 み で ある 。

　第
一

の教 育課程 の 自主編成の 試 み 自体 は ， 学習指導要領 に 対す る対抗策 と して
，

既 に第 9 次 よ り提示 さ れ て お り， その 用語 は浸透 して い た 。 だ が ， そ れ ら は必ず し

も抜本的な教育課程の 変更 を含意 した もの で もな けれ ば ， 四 目的 と明示的 に結 びっ

い た実践 が 目指 さ れ た もの で もなか っ た 。 む しろ ， 具体 的な内容 と して の 「現行教

科書 の 批判 的検 討 と 自主的教材 の 作成」 （1964， 55頁）が先立 っ て 実践が 試み られ て

い た 。 そ の 結果 ， 「部分的 な改変や 作成 に よ っ て
，

は た して 自主編成 が 達成 で きる

か
，

む しろ こ うした試み は大 きな意味で文部省の 指導要領 に の っ か っ て い くこ と に

な りは しな い か 」 （1964， 61頁） と い う危惧が 抱か れ る よ うに な っ て い た 。

一
方で

，

これ と同時期 に 四 目的 に つ い て も 「どち らか と い うと抽 象的 ・ス ロ ーガ ン 的で あっ

て
， 現場 で の 教室実践 と直接 に は 結び つ か な い

。 」 （1964，
67頁） と して 実効性の な

さ に 危惧 が 持た れ て い た
 

。 こ の 両者 を結び つ け る形 で 示 され た の が ， 第 15次教研集

会 （1966）に 向けて 提示 され た 「四 目的を具 体化 して ， 自主編成 を進 め よ う」 （1966

46頁） と い う課題 で ある 。

　 この 「四 目的 を具体化 した 自主編成」の考 え方 は ， 外国語分科会 の 内部 で は， 60

年代後半 に あ る程度根付 い た と見 る こ とが で きる 。 その こ とを示 す事例 が第17次 教

研集会 （1968） と第 18次教研集会 （1969）の 問に あ っ た 。 第17次教研集会で は ， 四

目的に 基づ い た 自主編成に つ い て議論 が 行わ れた 。そ こで 「四 目的に とらわ れす ぎ

て ， 学習過程が 注入 主義的に な り， 教師の む り押し に陥 っ て い ない か ？」（1968， 78

頁） と指摘す る山梨県の 出席者の 発言をは じめ四 目的に基 づ い た 自主編成 を批判す

る意見が 5県か ら出され た。 と こ ろが第 18次教研集会 に 至 り， 山梨 県教職員組合は

「『4 目的』は， 大変な重み を もつ もの 」として徹底しな けれ ばな らな い とす る報告

書を提示 す る （山梨県教職員組合　1969
，

1 頁）。
こ の 変化の 状況が 『日本の教育』

で は 「教 研の 前進」 として 次 の よ うに ま とめ られ て い る 。

　第17次教研で は ， 「自主教材」 の 討論の 中心 が 「外国語教育に よ る 思想形成 ・ 人

間形成」 は可能か どうか ， あ るい は妥当なの か ど うか に お かれ て い た の に対 して ，

第 18次教研で は ， 「外国語教育 に よる人 間形 成論 」はむ しろ 自明の こ と として討論

の 対象に な っ て い な い
。 （中略）こ の こ との 裏面に は ， それ だ けの 教研運動の幅広
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い 前進 が あ っ た か らに ちが い な い 。 （1969，
97頁）

　 こ の よ うに ， 教育研究集会 で は ， 人間形成 に寄与す る外 国語 ， その意義 を説明す

る 四 目的 ， そ して 実践 に うつ すた めの 自主編成 とい う三 点の 結び っ きが ， 運動 を支

え る
一組の 主 張 として 60年代 に 浸透す る こ と に な っ た 。

　第二 の 「学力」 を定義す る試み は この 四 目的制定後 ， 新 た な局面 を迎 えて い た 。

50年代 の 学力観で は 『日本の 教育』第 6集に 見 る こ とがで き る よ うに ， 学力テス ト

を絶対視す る問題は 指摘 され なが ら も ， 学力の増進を計るた め に は ， 生徒の 学力 を

正 確に知 る こ とが必 要だ とす る議論 の も とで学力の技術的 に正 確 な把握が 目指 され

て い た （1957， 76−7頁）。

　 こ れ に 対 し ， 国民教育論 と外国語教育の 議論 との 結び つ きが 議論され る中で
， 「言

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 マ 　 　 　 マ

語 の 本質に立 ち 帰 り， 教育 の 本質 に立 ち帰 え り， あ らた めて 外国語の 学力 とはな に

か 」 （1962， 51頁） と問い か け られ た よ うに ， 「本質」か らの 議論 を通 じて ， 文部省

と は別 に学力 を再定義 し よ うとす る動 きが 出て きた 。
こ の 学力の 再定義に つ い て は ，

当時行なわれ て い た学力 テ ス ト批判 と 「教育課程の 自主編成」 を進 めるた め に議論

が た びた び行 われ た 。 そ の
一

つ の 方向性 を示すの が 次の 資料で あ る 。

　 国民教育の
一

環 として の 外国語教育 を 目指 し ， 権力側 の 押 しつ けて きた学テ に

対 す る反対闘争の 中で
， 学力即 四技能 と い う発想 か ら脱皮 して ， 綜合的な もの と

して 真の 学力を と らえ よう とす る方向が生 まれ て きた 。 （中略）「文部省 ・権力側

の考 え る学力 とわ れわ れ の 考 える学力 と は 同 じで は な い
。 われわれ の 考 える学力

とは， 子 どもの 創造的 エ ネ ル ギー を重視す る もの で あ り， 四技能が学力の 全部で

はな い
。 学力は外国語教育の 目的 との 関連 に お い て とら えな けれ ばな らな い 」 と

の 基 本的方向 を分 科会確認 と し （た 。 ） （1963， 54頁）

　 もち ろ ん 「真の 学力」 は初 めて 用 い られた 用語で は な く， 以前 か ら 「真の 学力」

を捉える動 きも あ っ た （1957， 77頁）。 しか し ， 学力即 四 技能 とす る文部省に 反 対

し ， 自分達で 作 り上 げた 四 目的 との つ な が りで 学 力観 を構築 し， そ の 目的 を遂行す

るた め の 自主 編成 を実施 す る とい う運 動 を形 作 る論理 とそ の 中で 求 め られ る運動 の

中で 対抗す る概念 と して の 「真の 学力」 は こ の 頃 に 出来上 が っ た とい える 。
こ の 論

理 に基づ き ， 「学力」の具体的な内容 を明確 に す る作業が60年代の 教研集会 を通 じて

行わ れた 。
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　だが そ の 議論は 60年代を通 じ て
， 依然， 抽象的な ま ま で あ っ た 。 「学力 とは 何か 」

とい う問 い として 「あ ま りに も観念 的に 論 じ られ て きた こ と」 （1966， 47頁）に対 す

る反省 を受 けて ， 学力を正 し く反映 す る評 価 ・テ ス トの 方法 も議論 さ れ た が ， 現 行

の 評価 ・ テ ス トが ま ちが っ て い る とい う指摘に と ど ま っ た （1965，
65頁，

1966
，
58

頁）。 そ の た め ， 四技能を中心 と した学力の 定義 を提示 す る各都道府県の 報告 ， 参加

者 や傍聴者の 意見 とそれ をた だ そ う とす るや り と りが 『日本の教育』に お い て もた

びた び記録 され て い る （1965 ，
64頁，

1966
，
58頁，

1967
，
56頁）。

　 こ の よ うな 批判 に対 して ， 学力を再定義す る具体的 な言葉 は， 「人間が後天的な学

習 を通 じて獲 得 した ， 世の 中 に 生 きて い く力， 現 実の 生活 を切 り開 い て い く力」

（1968， 73頁）， 「学習を通 じて えた ，   創造的力，   生 きて た た か う力，   現実 を変

革 する力」 （1969， 96頁）とい う形 で ， 抽象的 な語彙 を用 い て 定義が 行 われ る こ と に

よる議論 の合意が続 け られ た 。
こ の 議論 の 到達 点 と して ， 69年に は「『学力 とは生 き

る力』で ある と意見の
一

致 をみ た が
， 外国語の 学力 と は何か 明らか に な っ て い な い 」

（1969， 103頁 ） ままで あ っ た 。

　 この よ うな 学力 を再定義 しよ う とす る動 きは 『教研集会報告書』に お い て も， 68

年 ，
69年の 二 年間で 13の 試 み が な され て い る 。 しか しなが ら ，

こ れ らの 議論 も ， 概

ね合意 を得た 上記の 運動方針 に極 め て近 い もの で あ っ た
an

。

　 この 四 目的の 具体化 に よ る 自主編成 と学力の 再定義 とい う 2 つ の 試 み は ， 運動組

織内で抽象度 と共鳴性の高い 意味内容を保持 した 言表を増殖 さ せ る こ とに よ り， 個

別課題解決の レ ベ ル で の 学習可能性 の議論 を留保 した 。 そ して こ の 留保された 状態

が ， 先述 の知 能 と英語学習の 論争時 よ りも更 に増幅 した状態 として ， 『教育研究全国

集会報告書』の よ うな地方 レ ベ ル の 言表 に も浸透 した こ とが見 出され る 。

3．5． 小 括

　本事例 で明 らか に な っ た こ と を ま とめ る 。 以 上の 分析結果で は ， 当初 ， 外国語学

習 は教育 関係者 も含 め て 役 に立 た ない と考 え られ ， また外国語 の 四 技能の 習得は困

難 と考 え られ て きたが （3 章第 1節）， 学習 目的が 四技能 だ けで は な い た め に学習 さ

せ る こ とに意義が あ る と示 され （3 章第 2節 ）， そ の 意義が 四 目的 と して ， 諸国民 の

連帯や言語認識の深 ま りに 求 め られ た こ と を明 らか に した （3章第 3 節）。 更 に ス ロ

ーガ ン として の 四 目的の 具体化 として ， 四 目的に 基づ い た 授業実践が 自主編成 と し

て試 み られ た こ とや行 なわ れた 実践 の 成就度を測定す るた め の 学力 の 再定義 の議論

を通 じて ， 真 の学力は現行 の テ ス トで 測定 さ れ る文部省学力で はな く， 生 きる力で
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ある との 議論が 示 さ れ た こ とを明 らか に した （3 章第 4 節）。 また
，

この 過程に お い

て
， 学習可能性 へ の 言及 を留保 す る状況が 生 じた こ と を指摘 した 。

4 ． 考察 と まとめ

　本稿 の 問題設定 に 立ち返 り，
こ の 事例 の 議論 を検討 して み よ う 。 設定された 問題

は ， 1950年代後半か ら1960年代の 日教組教研集会 の外国語教育の 議論 を具体的な対

象 と して検討す る こ と に よ っ て
， 教育知識 の 学習 必 要性や学習 可 能性の 問題が い か

に語 られ た の か ， そ して い か な る解決策が 見出 され た の か を明 らか に す るこ とで あ

っ た 。
こ の 問題 設 定 に 基づ い て 見 る こ とが で きた の は ， 当初 ， 学習可能性 を重視 し ，

学習必 要性 の議論 を踏 まえ た上 で ， 選択科 目 として位置づ け られ て い た外国語科 が ，

学習意義 は四技能だ けで な く人 間形 成に あ る として ， 皆が学習す る意義の あ る もの

とな っ た こ とで あ る
 

。 そ して ， 人 間形成 を中心 に ， 学習意義 に っ い て の 言説の 意味

を増幅させ る こ とに よ り， 四 目的や真の学 力 として の 「生 き る力」を身 に付 ける こ

とを 目標 に した こ とで ある 。 本稿の 教育言説 の定義を踏 まえて 述べ る な らば ， 教育

言説 と して の 「外国語教育 は人間形成 に寄与す る 」 と い う高い 抽象性 と共鳴性 を保

持 した論述が
， 人間形成の で きる外国語教育 に向 けた価値判 断の 基本枠組み を 「四

目的」 として 作 り出 し ， 真 の学力で 測定 され る こ とを望む 自主編成 とい う実践 を動

機付 ける こ と とな っ た 。 つ ま り， 選択 さ れ るべ き科目 と して位置づ けられて い た 外

国語科が
， 教育運動言説の 中で 人間形成 に 重点 を置 く科 目と な り

， 選択が焦点 に 当

て られ て い た 時 に は注 目さ れて い た 個々 の 生徒の 学習可能性／不 可能性の判断 は 留

保 され る こ と と な っ た 。 こ こ に ， 教育運動言説の 分析の 結果 ， 人 間形成 とい う正 統

性 ある学習意義が言説 と して意味付与 され ， それ ゆえに 学習可能性を留保す る構図

が見 出され る 。

　 こ の人間形成 を重視 し， 学習可能性 を留保 す る構図 は ， 50年後後半か ら60年代 に

学習必要性や学習可能性の 問題 を不問 に し
， 教育 実践 を駆動 させ て い く構図 と して

機能 して きた 。 そ して 当時 ， 文部省対 日教組の対立図式が ク ロ ーズア ッ プ され る
一

方で ， 矢野 の 指摘す る ように ， 学校知識 と社会 との 関係が ク リテ ィ カル に問わ れ な

か っ た た め に （矢野 　2001）， 知識や学習効果 に 対す る再検討が な され る こ とな く，

この よ うな教育言説 は大い に意味付与 され て増幅 して い くこ と とな っ た 。

　 もち ろん ， 四 目的や 真 の 学力論 な どはス U 一ガ ン に過 ぎな い とい う見方 もあ る 。

だ が
， 本稿の 分析結果が 明 らか に した よ うに

， 教育運動の 言説は ， 統合された 目的

に 向けて
， 内部で 相互 に 意味付与 を繰 り返 しなが ら自己増殖 を続けて い っ た。学習
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可能性留保 の構 図 と して ， 教育運動内部で行わ れ る議論の 中で 繰 り返 し意味付与 さ

れ て い くこ と に よ り人 間形成 に重 点 を置 く運動内部 の 論理 が積 み重ね られ た 。 また

一
方で 自主編成 を通 じて 実践 を行 っ て い く こ と に よ り，

こ の 言説 が広 ま っ て い くこ

と とな っ た 。

　た だ し ， 無限定な学習可能性 に 関す る言説 の 拡大 が 後 に 問題 とな っ た こ とは い う

まで もな い
。

こ の 点は仮説的提示 に とどめ るが
， 「真の 学力」， 「生 きる力」の よ うな

言葉の 相同性 を見 る こ とが で き る点か ら考 えて も ， 内容的に は決 して 具体性が ある

と は言 い が た い 教育運動言説が 1950年代後半か ら60年代に か けて過剰 に増幅 した こ

と と
， 現在 の 教育政策 に お い て ， 教育意義の 再定義に お け る混乱 が見 られ る こ と と

の 間は
， 無縁 で なか ろ う。

　だが
， 逆 に 言え ば ， この 点 は本稿が対 象 とした 戦後教 育運 動 の 言説分析 が 現 在の

教 育議論 の混 乱 を解 きほ ぐす 視点 を持ち うる こ と を示 して い る 。 何が 以 前の 教育 に

お い て 問題 とな っ て お り
， 問題 に な っ て い なか っ た の か ， そ れ らの議論の 中で過剰

な意味が ど こ に ， どの よ うに 付与 さ れて い っ たか を明 らか に す る こ とに よ っ て ， 教

育議論 を相対化 で き る有益 な 視点 を戦後の 教育運動の 言説分析が 持 っ て い る こ と を

本稿の 分析か ら指摘 した い 。

〈注 〉

（1） 学習必要性 と学習可能性の 問題 は並 列的に 位置つ く問題 で は な く， 「学習可能で

　 あ るか ら， 全員に 学習 させ る こ とが必要で ある」 また は 「学習 させ る こ とが必 要

　で あ るか ら ， 学習可能 な内容 に しなけれ ばな らな い 」 とい う相互 に 因果関係に 結

　 ばれ る議論で あ る。

（2） 本稿 の 「言表 」「言説」 （＝ discourse）の概念 は ，
　 Foucault （訳書　1981）の 定

　義 を参照 して い る 。
Foucault は 「言表」 を言説分析 の 最小単位 を示 す概念 と し

　 て ， 「関係性 の 中の
一

つ の 機能」と 位 置 づ けた （Foucault訳 書 1981， 119−

　 132＞。 その 上 で 言 説を 「言表が 同
一

の言説形成 ＝編制 に属 する 限 りに お い て ， 言

　表 の総体 を ， 言説 と呼ぶ こ とが 出来 る」 （Foucault 訳書　1981， 179頁）と定義し

　 て い る 。

（3） 本稿 で 扱 っ て い る教育知識の 学習必要性 と は ， 脚注 1で 示 した学 習可能性との

　 因果関係 に よ り， 義務教育 で 扱 う教育知識 として 学習す る こ とが 必要 で あ る と

　 人々 が 考 えて い る こ とを指す 。 そ して こ れが 問題化 して い る状況 と は ， 教育知識

　 と して 必要か否か とい う議論が生 じ， 人 々 の 間で 問題 と して 共有 さ れ て い る状態
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　の こ と を指す 。 なお
， 当時の 教育知識の 学習必 要性の 問題は 科目に よ り， 若干異

　 な っ て表出 して い る 。 例えば ， 数学や理 科に お け る学習必 要性は ， 地 域や学習者

　の 特性に応 じて見た場合， 「こ の 科 目の どの よ うな知識が 必要性 に 合致 して い る

　か 」と い う形で 議論 と して 表出して い た （数学科に つ い て は大橋　1990， 153−162

　頁な ど）。
一

方 ， 外国語科 に お け る学 習必 要性 は ， 加藤 （1955）に 示 され る よ う

　 に ， 地域 や学習者に 応じた必 要性の 問題 を議論す る こ とが そ の ま ま 「外国語科 は

　必 要か 」 を議論す る こ とに つ なが っ て い た 。 そ の た め ， 外 国語教育の 事例 は教育

　知 識 の学習必 要性 と学習可能性 を科 目の 存在意義 自体 も含 め て ， よ り根本 か ら議

　論 した事例 として 見 る こ とがで きる 。

（4） discourseとい う単語に は本来 ， 「議論す る こ と」 と 「言説」の 二 つ の意味が あ

　 る 。 本稿で は混 乱 を避 け るた め に ， discussionの 訳語 と して は 「議論」を
，
discourse

　 の 訳語 と して は 「言説」 を使用する こ とに よ り ， 用語 を統
一

した 。

（5） こ の 用語法は Foucault（訳書 1981， 45−46頁）が 示 した 言説分析の 認識論 と は立

　場 を異 に して お り， 「そ こ に 問題状況が 存在 しなが ら， 人 々 が語 ろ うと は しない 言

　表が い か に存在位置 を占め るよ うに な るの か」 と い う問題意識を本稿 が持 っ て い

　 る こ と を付記す る 。

（6） 本定義訳 出に 関 して は
， 荻野 （2002，

137頁）を参照 。

  　1969年 まで に ， 本稿が 教育運動言説の 特徴的な要素 と して捉 え る外国語教育の

　「四 目的」と 「自主編成」の 関係及 び 「真の 学力」論の 言説空間内で の
一

定 の組 み

　立 て が 行 き渡 り， 明示 的に コ ン セ ン サ ス を得た と見 る こ とが で き る点 よ り， 終了

　時期 を確定 させ た 。

（8） な お教 研集会 に 関 して は ご くわず か を除 い て
一

次資料 と して 入手で きる議事録

　 は残 っ て い ない
。

（9） 以 下 の 分析結果 の 提示 に お い て
， 著者名抜 きで ， （年号 ， 頁数〉と示 した もの は

　全 て 口本教職員組合が 発行 した 『日本 の 教育』か らの 引用 で あ る 。

（1  外国語を聞 く， 話す ， 読む ， 書 くの 4 つ の 技能を総称 して ， しば しば こ の 「四

　技能」 とい う言葉 が用い られ た 。 以下 の 本文中の 「四 技能」 も全 て 同様 の意味 と

　 して 用い て い る 。

（10 原資料の本箇所で は小括弧が閉じられて い ない
。 また 「性格」 とそれ以降 の項

　 目との 関係が並列か 包含 か も不明確なた め ， 「（」上 に マ マ を付 した 。

（12） た だ し ， 生 徒の 「能力差」 と い う問題 は能力別学級の 問題 と して ， その後 も着

　 目され続 けた 。 その 後の 能力別学級 の 教研 の 議論 と して は， 第 11次教研集会 に お
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　 い て は ， 能 力 別学 級 は な くす 方 向 に 持 っ て い くべ きだ とい う議論に 変化 し た

　（1962， 48頁）。 そ して これ よ り後 の教研集会で は 能力別学級 をな くす方向性が 維

　持 され た こ とが 指摘で きる 。

（13） こ れ らの 議論は突然 ，
こ の 当時登場 し た と見 る よ りは ， 外 国語分科会設立 当時

　か ら ， 「義務教育 に お ける英語学習 は
， 他 の 教科 と並 ん で 人間形成 に資す る もの で

　なけれ ばな らな い 」（1957，
74頁）と い うこれ まで 分科会 の 目標で は掲 げなが ら具

　体的に進展しなか っ た議論 が アイデン テ ィ テ ィ 模索 に至 り， 進展 し始 めた と見 る

　方が適切で あ る。

qの　こ の 事例 は ， 分科会討論 が 「山形報告 を中心 と して 展開 された 」 （1960，
47頁 ）

　 と い う記述 よ り， 集会 中の 討論の 話題 が 合意 され て い る と判 断 し ， 採用 して い る 。

（15） 1961年に は 17県 ， 翌 62年に は 14県 か ら こ の テ ーマ の 報告書 が提出 され て い る 。

（16） こ の 1964年の 『日本の教育亅 よ り採取 した 「危惧」 は 第 2章 で 示 した 参加者が

　概ね了承 した事項 を取 り出す基準 とは異な り，
一

参加者か ら出され た意見 を採取

　 して い る 。 しか しなが ら こ の 「危惧」が 日教組 の運動 の 方向性 に対 して 批判的 な

　意見で あ りなが ら ， 後に教研究集会 の 共通課題 と して 共有 された 点か ら鑑み て ，

　第 2 章の 基準か ら全 く外れ て はい な い と判断 した 。

（17） そ の た め ， 「教研集会報告書』に お い て ， 抽象的 な レ ベ ル で の 学力観 と具体的 な

　実践課題で 状 況を指 し示す上 で の 定義 と実態が 乖離す る状態の 出現 を見 る こ とが

　で き る。
また

， 数少 な い 修正意見の 事例 として ， 富 山県教職 員組合編 （1969） に

　 お い て 「社会 を変革 する力」 とい う定義 は思 想 の 多様性 を反 す る と い う意見 が 示

　 され て い る 。

  　こ れ は必 ず し も外 国語の 必修化 を意味す る もの で はな か っ た 。 必修化 を求め る

　 か 否 か は文部省 との 対抗上 ， 微妙 な問題 も含 んで い た こ とが 例 えば （1968， 69頁）

　 に見 られ る 。
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ABSTRACT

Japanese Educational Structure from the Perspectiye of  Student's

   Ability to Learn, 1957 to 1969: The  Analysis of  Educational

Movement  Discourse through  the Case Study of  English Teaching

                                AIZAWA,  Shinichi

(Graduate School of  Education, The University of  Tokyo)

       7-3-1 Hongo,  Bunkyo-ku,  Tokyo  113-O033, Japan

                      Email: isaac@classic.email.ne.jp

This paper  investigates the issues of  students'  ability  to learn and  the necessity

for educational  knowledge  from 1957 to 1969, using  the specific  example  of

English teaching. With a  special  focus on  cliscourse in the  rnovement  of  the Japan
Teachers  Union, this paper  examines  the manner  in which  teachers dealt with

these issues by  constructing  their own  discourses and  practices.

    Several points  emerge  from the analysis  of  educational  movement  dis-

courses  in English teaching. People, including educational  participants, initially

tended  to believe that  learning English served  no  purpose, and  students  found it

extremely  difficult to master  the language. In the movement  of  the Japan
Teachers Union, however, teachers  indicated that the aim  of  learning English

was  not  only  to master  the  language but also  to build the  learner's character;

therefore, it would  be useful  for all students  to learn English. This idea is

embodied  in the  
"Four

 Goals," which  seek  the solidarity  of  nations  and  the

deepening of students'  understanding  of  their own  languages rather  than  the

acquisition  of  English. Consequently, two  concrete  attempts  to attain  these goals

are  notable.  The  first is independent  practices by teachers  to concretize  the
"Four

 Goals" that help build character.  The second  attempt  is the discourse to

redefine  the ability  to measure  achievement  in independent practice. The  dis-

course  on  ability  demonstrates that 
"true

 ability"  is best measured  not  by  the

achievement  tests given by the Ministry of  Education but rather  by a 
"zest

 for

Iiving."

     In summary,  focusing on  the building of  students'  character  rather  than the

mastery  of  learning materials  ied to a  
"solution"

 of  the issues involving students'

ability  to learn and  the  need  for educational  knowledge  in the discursive space

alone  This form  of  
"solution,"

 through  the analysis  of  discourse within  the

educational  movement,  is described as  the 
"Japanese

 educational  structure  from

the perspective  of  student's  ability  to learn."
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